	別記様式第10－１号

番　　　号　
年　月　日　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ
所在地
代表者名　　


令和●●年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業実施計画（漁船漁業）の提出について

[bookmark: _Hlk99647146]令和●●年度において、標記事業を実施したいので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅴ）の規定に基づき別添のとおり提出する。

（申請時の注意）
　以下の書類を添付すること。
（１）別記様式第10－１号別添１、２
　（２）水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について別記様式第４－４号別添の事業実施計画書（ただし、事業実施計画書に記載されている「定置網漁業」については「漁船漁業」に読み替える。）
























	別記様式第10－１号別添１

１　本事業に参加する漁業者グループ
	漁業者グループ名
	

	代表者名
	



２　参加する漁船名等
	漁船名
	漁船登録番号
	所属漁協
	漁法
	所属漁業者数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	



３　取組実施地域
	



４　通常の操業形態
	通常の操業形態について、対象魚種、操業方法などを具体的に記載すること。





５　クロマグロの混獲実績
　漁船名：
　漁法：
　対象年度：
	対象月
	操業日数
	クロマグロを
混獲した日数
	クロマグロの
平均混獲尾数
	うち平均生存放流尾数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）別記様式第10－１号別添２を集計した結果を記載すること。
（注２）本事業に参加する漁船ごとにこれまでの実績を記載すること。
（注３）平均生存放流尾数は、平均混獲尾数の内数を記載すること。

６　本事業（混獲回避取組支援）で対応が必要な理由
	



（注１）クロマグロの混獲回避のために行っている工夫を具体的に記載すること。
（注２）漁具・漁法の転換によりクロマグロの混獲回避を行うことができない理由を具体的に記載すること。











				別記様式第10－１号別添２

クロマグロ混獲状況管理野帳

報告年月： 
所属漁協：　　　　　　　　
作成者：　　　　　　　　　
漁船登録番号：　　　　
漁船名：　　　　　　　
　　

	NO.
	作
業
日
	操業位置
又は
漁場・海域
	クロマグロ混獲状況
	クロマグロ以外の漁獲状況
	対応
方法
	操業時の漁法
	放流作業人数
	その他

	
	
	緯度
	経
度
	クロマグロ混獲尾数
	うち漁獲尾数
	うち生存放流尾数
	放流目回り(kg/尾)
	主として漁獲した魚種
	総漁獲尾数(又は重量)（kg）
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	

	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	
	





（注１）クロマグロの混獲の無い場合でも、操業をおこなった場合には可能な限り、管理野帳を記載すること。
（注２）対応方法の欄にはクロマグロの具体的な放流方法を明記すること。
（注３）複数の漁業種類による場合、操業日ごとの漁法を明記すること。
（注４）放流作業に掛かった人数を明記すること。
（注５）放流目回りは、放流したクロマグロに応じた平均目回りを記載すること。

















	別記様式第10－２号

番　　　号　
年　月　日　

　水産庁長官　殿

所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　　

令和●●年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業実施計画（漁船漁業）の承認に係る協議について

令和　年　月　日付けでクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業実施計画書の提出があり、令和　年　月　日のクロマグロ混獲回避活動評価委員会において、この計画の内容について、審査した結果、当該計画を水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅵ）の承認をすることが妥当であるとされたことから、事業実施者に対し、別紙の承認書を交付したく、協議する。
1. 事業実施者から提出された事業実施計画書及び別記様式第10－３号に定める承認書（案）を添付すること。
1. 当該審査を行ったクロマグロ混獲回避活動評価委員会の議事録を添付すること。
1. 実施計画書が複数ある場合には、別添資料として一覧表等を作成し提出することも可能とする。


























	別記様式第10－３号
番　　　号　
年　月　日　

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ　
代表者名


所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　　


令和○○年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業実施計画（漁船漁業）の承認について


令和　年　月　日付け（番号）をもって申請のあった事業実施計画については、令和　年　月　日に開催されたクロマグロ混獲回避活動評価委員会の審査の結果、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅷ）の規定に基づき、承認する。





























	別記様式第10－４号

番　　　号　
年　月　日　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ　　　
所在地　　　　　　　　　
代表者名            


令和●●年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業助成金交付申請書


　令和●●年度において、標記事業を実施したいので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅹ）の規定により、下記のとおり助成金の交付を申請する。


記


混獲回避取組支援事業　　●●円
事業完了予定年月日　令和●●年●●月●●日


（申請時の注意）
　以下の書類を添付すること。
1. 別記様式第10－４号別表
（２）広域水産業再生委員会規約及び推進体制図
（３）定置網漁業の場合は、事業実施計画の水産庁長官承認通知の写し
（４）定置網漁業の場合は、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について第３の２－１０の別記様式第４－４号別添の事業実施計画書














別記様式第10－４号別表


	

区　分
	
事業に要する経費

(A)+(B)
	
負担区分
	

備　考

	
	
	助成費
(A)
	その他
(B)
	

	

○○
	円
	円
	円
	

	

□□


	円
	円
	円
	

	

△△


	円
	円
	円
	

	
合　計

	円
	円
	円
	


























別記様式第10－５号
番　　　号　
年　月　日　

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ　
代表者名
所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　　　         


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業の交付決定の通知について

　令和●●年●●月●●日付け〇〇第〇〇〇号をもって申請のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業については、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅹ）の規定により、下記のとおり交付することに決定したので通知する。

記

１  助成金交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号で申請（以下「申請書」という。）のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業とし、その内容は申請書に記載のとおりとする。

２  事業費及び助成金の額は、次のとおりとする。ただし、事業の内容が変更された場合における事業費及び助成金の額については、別に通知するところによるものとする。

    事業費の額      金　　　　　　　　　　　円
    助成金の額      金　　　　　　　　　　　円

３　事業費の配分及びこの配分された経費の額に対応する助成金の額の区分は、申請書の経費の配分欄記載のとおりとする。

４　助成金の確定額は、事業に要した配分経費ごとの実支出額に、助成率の定額をそれぞれ乗じて得た額と、配分経費に対応する助成の額（変更された場合は変更された額とする。）とのいずれか低い額の合計額とする。

５　事業実施者は、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱（平成10年４月８日付け10水漁第945号農林水産事務次官依命通知）、運用通知及び水産業競争力強化緊急事業業務要領に従わなければならない。

６　助成金交付の条件は、前記５に定めるもののほか、次のとおりとする。
（１）事業実施者は、実績報告を行うに当たって、当該補助金にかかる消費税仕入控除税額（助成対象経費に含まれる消費税等相当額のうち、消費税法（昭和63年法律第108号）に規定する仕入れに係る消費税額として控除できる部分の金額に助成率を乗じて得た金額をいう。）以下同じ。）が明らかになった場合には、これを助成金額から減額して報告しなければならない。
（２）事業実施者は、実績報告の提出後に、消費税及び地方消費税の振興により当該補助金に係る仕入れに係る消費税仕入控除税額が確定した場合には、その金額（実績報告において前記（１）により減額した場合にあっては、その金額が減じた額を上回る部分の金額）を速やかに特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構に報告するとともに、特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構の返還命令を受けて、これを返還しなければならない。
（３）事業実施者は、この助成金に係る収入及び支出を明らかにした帳簿を備え、かつ、当該収入及び支出についての証拠書類を事業終了の翌年度から起算して５ヵ年間整備保管しなければならない。ただし、事業により取得し、又は効用の増加した財産で、処分制限期間を経過しない場合においては、水産業競争力強化緊急事業業務要領別記様式第１－３号の財産管理台帳及びその他関係書類を整備保管しなければならない
（４）事業実施者は、事業により取得し、又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良な管理者の注意をもって管理するとともに、助成等交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならない。









































別記様式第10－６号

番　　　号　
年　月　日　

　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ
所在地
代表者名　　


令和●●年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業変更申請書


　令和●●年●●月●●日付け水漁機構第●●号をもって交付決定通知のあった事業について、下記の理由により変更したいので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅹ）の規定により申請する。


記

　変更理由：



（申請時の注意）
　１　以下の書類を添付すること。
（１） 別記様式第10－４号別表（変更箇所を２段書きとし、変更前を括弧書きで上段に記載）
　（２）定置網漁業の場合は、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について第３の２－１０の別記様式第４－４号別添の事業実施計画書（変更箇所を赤書きするなど、変更箇所がわかるように記載）
　２　交付額を増額する場合は、件名の「変更申請書」を「交付変更申請書」とし、本文を「下記の理由により●●円を追加交付されたく、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅹ）の規定により申請する。」とすること。
　３　事業を中止し、または廃止(取り下げ)しようとする場合にあっては、「変更申請書」を「中止（廃止）申請書」とし、本文中「変更」を「中止（廃止）」と置き換えること。











別記様式第10－７号

番　　　号　
年　月　日　

○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ　
代表者名

所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　　   


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業の交付決定の変更の通知について

　令和〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号をもって変更の申請のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業については、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅲの（ⅹ）の規定により、令和●●年●●月●●日付け水漁機構第●●●号による交付決定通知の記の一部を下記のとおり変更したので通知する。

記

１  変更の対象となった事業の内容は、当該変更申請書記載のとおりとし、その他については、令和●●年●●月●●日付け水漁機構第●●●号による交付決定通知のとおりとする。

２  事業費及び助成金の額は、次のとおりとする。

    事業費の額      金　　　　　　　　　　　円
    助成金の額      金　　　　　　　　　　　円

３  事業費の配分及びこの配分された経費の額に対応する助成金の額は、当該変更申請書記載のとおりとする。


















別記様式第10－８号

番　　　号　
年　月　日　

　特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿
○○広域水産業再生委員会
○○漁業者グループ　　　
所在地　　　　　　　　　
代表者名　　　　　　　  


令和●●年度クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業実績報告書


　令和●●年●●月●●日付け水漁機構第●●号をもって交付決定通知のあった事業について、下記のとおり実施したので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ａ）のⅴの（ⅰ）の規定により、その実績を報告する。
　また、併せて精算額として下記のとおり助成金の交付を請求する。


記


混獲回避取組支援事業　　　●●円
事業完了年月日　令和●●年●●月●●日



（申請時の注意）
　１　事業の実績が、交付申請の内容と同様の場合においては、「なお、事業の実績内容等は、交付申請の内容と同様であった。」旨加筆すること。
　２　以下の書類を添付すること。
　（１）　別記様式第10－８号別表
　（２）　支払経費の根拠書類（野帳、操業日誌等）の写し
　（３）　別記様式第４－５号別添の完了報告書の写し（事業の実績が交付申請の内容から変更があった場合）











別記様式第10－８号別表


	

区　分
	
事業に要した経費

(A)+(B)
	
負担区分
	

備　考

	
	
	助成費
(A)
	その他
(B)
	

	

○○
	
円
	
円
	
円
	

	

□□


	
円
	
円
	
円
	

	

△△


	
円
	
円
	
円
	

	
合　計

	
円
	
円
	
円
	








別記様式第10－9号

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実施計画承認申請書


番　　　号　　
年　月　日　　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　殿


　住　　　　所　　　　　　　　　　
事業実施者名　　　　　　　　　　


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実施計画について、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅲの（ⅰ）の規定に基づき別添のとおり提出する。

別記様式第10－9の別添１


数量管理高度化計画書

1． 取組実施者名
	




2． 取組の概要
	






3． 取組実施場所
	




4． 事業実施期間及び取組内容
	取組実施期間
	取組内容

	　年　月～　年　月

	

	
　年　月～　年　月

	



上記に記載された取組内容について、漁業法律第14条第１項に規定する都道府県方針に基づく資源管理措置の内容に沿ったものであることを確認した。

（注）第６条第１項の（２）に定める混獲回避用の漁具の改良に要する経費及び第６条第１項の（３）に定める混獲回避が可能な漁法への一時的な転換に要する経費に対する助成を受ける個人又は法人の場合には、当該漁具改良又は漁法転換が漁業関連法令等の違反に当たらないことを都道府県が確認した旨を追記すること。

確認者：　　　　　　　　　　　　


別記様式第10－9号の別添２
事業実施者の概要と実施計画

1． 事業実施者の詳細
	氏名
	年齢
	住所
	所属漁協

	ﾌﾘｶﾞﾅ:
	
	
	

	名 前:
	
	
	

	船名
	トン数
	漁業種類
	漁船登録番号
	漁業関連法令等違反の有無
	備考

	
	
	
	
	有・無
	


（注）１　漁業種類欄には、事業実施者が営む主たる漁業種類を記入すること。
　　

2． クロマグロの混獲による漁業経営への影響
	
現状及び問題点

	


（注）クロマグロの混獲の状況や混獲による漁業経営への影響を定量的かつ具体的に事記載すること


３．混獲回避型機器等導入の詳細（第６条第１項に定める補助対象のうち該当する項目について記載すること）
（第６条第１項の（１）の混獲回避機器の導入の場合）
（1） 導入機器に係る事項
ア　機器導入に関する計画
導入予定日：
　対象漁法：
　
機器導入によって見込まれる混獲回避効果：
	（導入する混獲回避機器について、実証調査を行った事例などをもとに混獲回避の効果があることを具体的に明記すること。）




　
機器等を活用した混獲回避の取組内容：
	





イ　導入機器等の内容
	導入機器等の内容
	単価（円）
	導入予定数
	導入予定金額

	種別
	型式・機種等
	
	
	

	
	
	
	
	


（注）１　導入しようとする機器等の詳細資料を添付すること（機種・型式・能力等が把握できる書類）
　　　２　原則として、３社以上の見積もりを徴したうえで、比較検討を行い、導入計画を作成すること


（２）事業予定費用一覧
	導入予定費用額（円）
	負担区分
	

	
	国庫補助額（円）
	自己負担額
	その他市町村等事業での助成額（円）
	耐用年数（年）

	
	
	税抜額（円）
	消費税額（円）
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　耐用年数欄には、導入する機器等の耐用年数を記載すること。

　　　
（第６条第１項の（２）の混獲回避用の漁具の改良の場合）
（1） 漁具改良に係る事項
　ア　漁具改良に関する計画
　導入予定日：
　対象漁法：
　改良する漁具・漁ろう設備：
　漁具改良によって見込まれる混獲回避効果：
	（漁具改良について、実証調査を行った事例などをもとに混獲回避の効果があることを具体的に明記すること。）




　
漁具改良を活用した混獲回避の取組内容：
	





イ　漁具改良の内容　
	改良漁具に要する経費
	積算の根拠（漁具又は漁ろう設備の取得費）

	円

	


（注）１　導入しようとする漁具・漁ろう設備等については詳細資料を添付すること（型式等が把握できる書類）
　　　２　原則として、３社以上の見積もりを徴したうえで、比較検討を行い、導入計画を作成すること。
　　　　　
（２）事業予定費用一覧
	導入予定費用額（円）
	負担区分
	

	
	国庫補助額（円）
	自己負担額
	その他市町村等事業での助成額（円）
	耐用年数（年）

	
	
	税抜額（円）
	消費税額（円）
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　耐用年数欄には、導入する機器等の耐用年数を記載すること。

（第６条第１項の（３）の混獲が可能な漁法への一時的な転換の場合）
（1） 漁法転換に係る事項
ア　一時的な漁法転換に関する計画
導入予定日：
　現在の漁法：
　一時的に転換を行う漁法（一時的に漁法転換を行う期間についても記載すること）：
　漁法転換によって得られる混獲回避効果：
	（転換する漁法の混獲回避の効果があることを転換する漁法の特性等の観点から具体的に記載すること。）





漁法転換を活用した混獲回避の取組内容：
	





イ　漁法転換の内容　
	漁法転換に要する経費
	積算の根拠（漁具又は漁ろう設備の取得費）

	円

	


（注）１　導入しようとする漁具・漁ろう設備等については詳細資料を添付すること（型式等が把握できる書類）
　　　２　原則として、３社以上の見積もりを徴したうえで、比較検討を行い、導入計画を作成すること。
　　　　　
（２）事業予定費用一覧
	導入予定費用額（円）
	負担区分
	

	
	国庫補助額（円）
	自己負担額
	その他市町村等事業での助成額（円）
	耐用年数（年）

	
	
	税抜額（円）
	消費税額（円）
	
	

	
	
	
	
	
	


（注）１　耐用年数欄には、導入する機器等の耐用年数を記載すること。
　　　
４　浜の活力再生広域プランとの連携について（連携がまだ無い場合には、調整協議会の内容等を記入）
	認定（予定）日
	認定番号
	広域水産業再生委員会（調整協議会）の名称
	浜の活力広域再生プランの（予定）概要

	
	
	
	


（注）１　認定（予定）日欄及び認定番号欄については、参加する広域水産業再生委員会が水産庁長官から受領した承認通知書の日付と文書番号を記載する。
２　浜の活力再生広域プラン（予定）概要欄には、所属する広域水産業再生委員会が策定した又は策定しようとする広域浜プラン（予定）の本事業に関連する内容を簡潔に記載すること。ただし、広域浜プラン（予定）の概要のうち本事業に関連する内容が分かる資料を所属する広域水産業再生委員会又は地域再生委員会が作成した場合には、当該欄には「別紙のとおり」と記載し、当該資料を添付することができる。

５　70歳以上の事業実施者は、本事業で導入する機器等の処分制限期間内において、病気やけが等の理由で、本事業の実施が困難な事態が発生した場合について、当該機器の取扱方針を記入すること（なお、実際に発生した場合は、業務要領第１３条に基づき、事業実施主体と協議し、変更の承認をしなければならない）。
	機器等の取扱方針
	該当

	1 機器等を継続して使用
	

	・後継者（生計を共にする親族）が補助条件を継承
	

	・事業実施者が所属する漁協の他の組合員に譲渡
	

	・所属する広域水産業再生委員会又は地域再生委員会の者に譲渡
	

	2 （上記以外の場合は、その旨を記載すること。）
	



別記様式第10－9号の別添３

クロマグロの混獲状況報告書
（漁船漁業）

１　通常の操業形態
	通常の操業形態について、対象魚種、操業方法などを具体的に記載すること。





２　クロマグロの混獲実績
　漁船名：
　漁法：
　対象年：
	対象月
	操業日数
	クロマグロを
混獲した日数
	クロマグロの
平均混獲尾数
	うち平均生存
放流尾数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）混獲実績については、本資料の添付資料として、別記様式第10－１号別添２の様式を作成した上で集計した結果を明記すること。
（注２）本事業に参加する漁船ごとにこれまでの混獲実績を記載すること。
（注３）平均生存放流尾数は、平均混獲尾数の内数を記載すること。


別記様式第10－10号


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金承認通知書

番　　　号　　
年　月　日　　

事業実施者名　殿
　
所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
　　理事長　名　　　　        
　　　　　　　　　　


令和　　年　　月　　日付け（番号）で申請のあった貴殿が行うクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実施計画について承認したため、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅲの（ⅱ）の規定に基づき承認する。

別記様式第10－11号


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金交付申請書

番　　　号　　
年　月　日　　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿
（※広域水産業再生委員会又は地域再生委員会を経由すること）
　　
住　　　　所
事業実施者名　　　　　　　　　　　

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援に係る助成金の交付について、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅵの（ⅰ）の規定に基づき、下記のとおり申請する。

記

１　助成金の額
	項目
	必要な助成金の額
	概算払
	備考

	混獲回避機器等支援費
	円
	有・無
	


· 概算払の欄中、「有」に〇をした場合には、備考欄に予定時期と理由を項目ごとに記載すること。


２　混獲回避機器等導入計画の内容
	導入予定日
	導入機器等の設備内容
（名称・型式等）
	導入数量
	導入金額
（税抜価格）
	備考

	
	
	
	
	




別記様式第10－12号

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金交付決定（変更）通知書

番　　　号　　
年　月　日　　

事業実施者名　殿
　
所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　名　　　　
　　　　　　　　　　

令和〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号をもって申請のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避取組支援事業については、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅵの（ⅰ）の規定により下記のとおり交付することに決定したので、通知する。

記

１　助成金交付の対象となる事業（以下「事業」という。）は、令和〇〇年〇〇月〇〇日付け〇〇第〇〇〇号で申請（以下「申請書」という。）のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援事業とし、その内容は申請書に記載のとおりとする。

２　助成金の額は、次のとおりである。ただし、助成事業の内容が変更された場合における助成金の額については、別に通知するところによるものとする。

　　　事業費の額　　　　　金　　　　　　　円
助成金の額　　　　　金　　　　　　　円

３　事業実施者は、水産関係民間団体事業交付等要綱（平成10年４月８日付10水漁第945号）、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号）、「混獲回避型機器等支援で取得した機器等の管理運営について」に従わなければならない。

４　本事業により取得し又は効用の増加した財産については、事業完了後においても善良なる管理者の注意をもって管理するとともに、助成金の交付の目的に従って、その効率的な運営を図らなければならない。

５　本事業により、取得した機器等について、「減価償却資産の耐用年数に関する省令」（平成40年大蔵省令に定められている耐用年数に相当する期間（ただし、大蔵省に定めのない財産については、農林水産大臣が別に定める期間内））においては、特定非営利活動法人水産業・漁村活性化推進機構（以下、「水漁機構」という。）の承認を受けないで、助成金交付の目的に反して使用し、譲渡し、貸付又は、担保に供してはならない。

６　事業実施者が５により水漁機構の承認を得て財産を処分したところにより、収入があったときには、当該収入の全部又は一部を水漁機構に納付させることができる。

７　水漁機構は、５により承認をしようとする場合、農林水産大臣の承認を受けてから承認をあたえ事業実施者からその収入の一部に該当する額を納付した場合は、その全部又は一部に相当する額を国に納付しなければならない。

８　水漁機構は、６により事業実施者からその収入の一部に該当する額を納付した場合は、その全部又は一部に相当する額を国に納付しなければならない。

９　水漁機構は、本事業について、事業実施者から助成金の返還又は変更を受けたい場合は、当該助成金の国庫補助金相当額を国に返還しなければならない。

別記様式第10－13号

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実績報告書

番　　号　
年 月 日　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿

住　　　　所
事業実施者名　　　　　　　　


　水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅲの（ⅳ）の規定に基づき、下記のとおり報告する。

記

  １　取組の概要

　２　混獲機器等導入内容
   （１）導入状況
	
導入日

	
導入機器等設備内容
（名称・型式等）
	
導入数量

	
導入金額
（税抜価格）
	
備　考


	



	



	



	

           円

	






  （２）助成金額
	事業に要した経費
（税込価格）
	助成金の額
	備　考
	  

  

  

	
                    円

	
             円

	


	



  ３　添付書類
   （１）事業に要した経費の証明書類（領収証の写し等）
　 （２）導入した機器設備等の設置状況写真

別記様式第10－14号

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金精算払請求書

番　    　号　
年   月   日　
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿


住　　　　所
事業実施者名　　　　　　　　  


　令和　　年　　月　　日付（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり精算払いにより支払いをされたく、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅵの（ⅳ）の規定に基づき、下記のとおり請求する。

記
                                                                 　　（単位：円）
	
項　目

	
交付決定額
(a)
	
既受領額
(b)
	
今回請求額
(c)
	
不用額
(a)-{(b)+(c)}
	
備　考


	

混獲回避機器等支援費


	






	






	






	






	










振込先（登録の口座を記入してください）
金融機関：
預金種別：
口座番号：
口座名義：

別記様式第10－15号


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金概算払請求書

番　  　　号　
年   月   日　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿



住　　　　所
事業実施者名　　　　　　　　　


　令和　　年　　月　　日付（番号）で通知のあった交付決定通知書に基づき、下記のとおり概算払いにより支払いをされたく、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅵの（ⅱ）の規定に基づき、下記のとおり請求する。


記
                                                             　  　 （単位：円）
	
項　目

	
交付決定額
(a)
	
既受領額
(b)
	
今回請求額
(c)
	
残　額
(a)-{(b)+(c)}
	
備　考


	

混獲回避機器等支援費


	






	






	






	






	










振込先（登録の口座を記入してください）
金融機関：
預金種別：
口座番号：
口座名義：

別記様式第10－16号

クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実施状況報告書

番　  　　号　
年   月   日　

特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
理事長　　殿
（※広域水産業再生委員会又は地域再生委員会を経由すること）


住　　　　所
事業実施者名　　　　　　　　　


　水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年３月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅳの（ⅰ）の規定に基づき、下記のとおり報告する。

記
１　機器等導入内容
（１）導入状況
	
導入日

	
導入機器設備内容
（名称・型式等）
	
導入数量

	
導入金額
（税抜価格）
	
備　考


	


	


	


	

           円
	





（２）助成金額
	事業に要した経費
（税抜価格）
	助成金の額
	備考

	
円
	
円
	




２　連携する浜の活力再生広域プランについて
	認定
（予定）日
	認定番号
	広域水産業再生委員会（調整協議会）の名称
	浜の活力広域再生プランの（予定）概要
	備考

	

	

	
	
	


　　※浜の活力再生広域プランが未策定の場合は、調整協議会による進捗状況を備考の欄に記載。

３　混獲回避の取組の状況
（１）機器等の導入後の混獲回避実績
漁船名：
　漁法：
　対象年：
	対象月
	操業日数
	クロマグロを
混獲した日数
	クロマグロの
平均混獲尾数
	うち平均生存
放流尾数

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	

	
	
	
	
	


（注１）混獲実績については、本資料の添付資料として、別記様式第10－１号別添２の様式を作成した上で集計した結果を明記すること。
（注２）本事業に参加する漁船ごとにこれまでの混獲実績を記載すること。
（注３）平均生存放流尾数は、平均混獲尾数の内数を記載すること。

（２）機器等の導入後の混獲回避の取組事例
	機器等の導入後に行った混獲回避の取組事例を記載すること（取り組み事例が複数ある場合には、少なくとも２事例以上）。また、事例の記載にあたっては、取組を実施した日時、場所、放流をおこなった場合にはクロマグロの尾数（概数報告可）、混獲回避の状況を明記すること。
なお、写真等も用いて混獲回避の状況を分かりやすく記載すること。





４　添付書類
・別記様式第10－１号別添２

	

別記様式第10－17号


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金の額の確定通知について

番　　　号　　
年　月　日　　

事業実施者名　殿
　
所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
 理事長 名　　　　　       
　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け（番号）で貴殿から提出のあったクロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援実績報告書の内容を確認した結果、混獲回避機器等支援の助成額は
金　　円に確定したので、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅵの（ⅴ）の規定に基づき、通知する。
なお、精算額として、金　　　円を別途支払うので併せて通知する。

別記様式第10－18号


クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援助成金交付決定取消通知書

番　　　号　　
年　月　日　　

事業実施者名　殿
　
所在地
特定非営利活動法人　水産業・漁村活性化推進機構
  理事長 名　  　　　        
　　
　　　　　　　　　　

令和　　年　　月　　日付け（番号）をもって交付決定の通知を行った（又は額の確定通知を行った）クロマグロ混獲回避活動支援のうち混獲回避機器等支援費助成金については、水産関係民間団体事業補助金交付等要綱の運用について（平成22年3月26日付け21水港第2597号水産庁長官通知）の第３の２－１０の（３）のアの（ウ）のｃの（ｂ）のⅷの（ⅰ）の規定に基づき下記のとおり当該交付決定を取り消した（又は変更したい）ので、通知する。


記


